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連 結 注 記 表

(連結計算書類の作成のための基本となる重要な事項に関する注記等)

1.　連結計算書類の作成基準

当社グループの連結計算書類は、会社計算規則第120条第1項の規定により、国際財務報告基準

（以下「IFRS」という。）に準拠して作成しております。

なお、本連結計算書類は同項後段の規定により、IFRSで求められる開示項目の一部を省略してお

ります。

2.　連結の範囲に関する事項

子会社の数…………53社

主要な子会社

ユニ・チャームプロダクツ㈱、嬌聯股份有限公司、Uni-Charm (Thailand）Co., Ltd.、LG 

Unicharm Co., Ltd.、尤妮佳生活用品（中国）有限公司、PT UNI-CHARM INDONESIA Tbk、

Unicharm Gulf Hygienic Industries Ltd.、Unicharm India Private Ltd.、Unicharm 

Australasia Holding Pty Ltd.、Unicharm Middle East & North Africa Hygienic Industries 

Company S.A.E.、The Hartz Mountain Corporation、尤妮佳（中国）投資有限公司、UNICHARM 

DO BRASIL INDÚSTRIA E COMÉRCIO DE PRODUTOS DE HIGIENE LTDA.、DSG International 

(Thailand) Public Co., Ltd.

3.　持分法の適用に関する事項

持分法を適用した関連会社の数…5社

関連会社：㈱ユービーエス、㈱ジャパンリテールイノベーション、ワンドット㈱、上海万粒网絡科

技有限公司、㈱ファーストアセント

4.　子会社の事業年度等に関する事項

子会社の決算日が連結決算日と異なる場合、当該子会社について連結決算日に仮決算を行い、連

結しております。

5.　会計方針に関する事項

(1) 重要な資産の評価基準及び評価方法

①　非デリバティブ金融資産

(a) 当初認識及び測定

当社グループは、保有する金融資産を(ⅰ)償却原価で測定する金融資産、(ⅱ)その他の包

括利益を通じて公正価値で測定する負債性金融資産、(ⅲ)その他の包括利益を通じて公正価

値で測定する資本性金融資産、(ⅳ)純損益を通じて公正価値で測定する金融資産の区分に分

類しております。この分類は、金融資産の当初認識時に決定しております。
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当社グループは、売上債権及びその他の債権を発生日に当初認識しており、その他の金融

資産は契約の当事者となった取引日に当初認識しております。当初認識時においては、全て

の金融資産を公正価値で測定しておりますが、純損益を通じて公正価値で測定する金融資産

に分類されない場合は、当該公正価値に金融資産の取得に直接帰属する取引コストを加算し

た金額で測定しております。純損益を通じて公正価値で測定する金融資産の取引コストは、

純損益で認識しております。

(ⅰ) 償却原価で測定する金融資産

当社グループが保有する金融資産のうち、以下の要件をともに満たす場合には、償却

原価で測定する金融資産に分類しております。

・契約上のキャッシュ・フローを回収するために金融資産を保有することを目的とする

事業モデルに基づいて保有されている。

・金融資産の契約条件により、元本及び元本残高に対する利息の支払いのみであるキャ

ッシュ・フローが特定の日に生じる。

当初認識後は実効金利法による償却原価で測定しております。実効金利法による償却

額及び認識が中止された場合の利得または損失は、当期の純損益で認識しております。

(ⅱ) その他の包括利益を通じて公正価値で測定する負債性金融資産

次の条件がともに満たされる金融資産をその他の包括利益を通じて公正価値で測定す

る負債性金融資産に分類しております。

・契約上のキャッシュ・フローの回収と売却の両方によって目的が達成される事業モ

デルの中で保有されている。

・金融資産の契約条件により、元本及び元本残高に対する利息の支払のみであるキャ

ッシュ・フローが特定の日に生じる。

当初認識後は公正価値で測定し、その変動額は、減損損失を除き、その他の包括利益

として認識しております。当該金融資産の認識を中止した場合、その他の包括利益を通

じて認識された利得または損失の累積額を純損益に振り替えております。

なお、当該金融資産に係る実効金利法による利息収益については、純損益として認識

しております。

(ⅲ) その他の包括利益を通じて公正価値で測定する資本性金融資産

償却原価で測定する金融資産以外の金融資産のうち、当初認識時に事後の公正価値の

変動をその他の包括利益で表示するという取消不能な選択をした資本性金融資産につい

ては、その他の包括利益を通じて公正価値で測定する資本性金融資産に分類しておりま

す。

当初認識後は公正価値で測定し、その変動額はその他の包括利益として認識しており

ます。当該金融資産の認識を中止した場合、または、当該金融資産の公正価値が著しく

下落した場合、その他の包括利益を通じて認識された利得または、損失の累積額を利益

剰余金に直接振り替えております。

なお、当該金融資産からの配当金については、純損益として認識しております。

(ⅳ) 純損益を通じて公正価値で測定する金融資産

償却原価で測定する金融資産、その他の包括利益を通じて公正価値で測定する負債性

金融資産、または、その他の包括利益を通じて公正価値で測定する資本性金融資産以外

の金融資産は、純損益を通じて公正価値で測定する金融資産に分類しております。

当初認識後は公正価値で測定し、その変動額は純損益として認識しております。
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建物及び構築物 2－50年

機械装置及び運搬具 2－20年

(b) 金融資産の認識の中止

当社グループは、金融資産から生じるキャッシュ・フローに対する契約上の権利が消滅し

た場合、または、金融資産から生じるキャッシュ・フローを受け取る契約上の権利を譲渡

し、当該金融資産の所有に係るリスクと経済価値を実質的に全て移転した場合に、認識を中

止しております。

(c) 金融資産の減損

償却原価で測定する金融資産及びその他の包括利益を通じて公正価値で測定する負債性金

融資産等に係る減損については、当該金融資産に係る予想信用損失に対して貸倒引当金を認

識しております。

当社グループは、連結会計期間の末日ごとに、金融資産に係る信用リスクが当初認識以降

に著しく増大したかどうかを評価しております。

金融商品に係る信用リスクが当初認識以降に著しく増大していない場合には、当該金融商

品に係る貸倒引当金を12ヶ月の予想信用損失と同額で測定しております。金融商品に係る信

用リスクが当初認識以降に著しく増大している場合には、当該金融商品に係る貸倒引当金を

全期間の予想信用損失と同額で測定しております。

ただし、重大な金融要素を含んでいない売上債権等については、常に貸倒引当金を全期間

の予想信用損失と同額で測定しております。

金融商品の予想信用損失は、以下のものを反映する方法で見積もっております。

・一定範囲の生じ得る結果を評価することにより算定される、偏りのない確率加重金額

・貨幣の時間価値

・連結会計期間の末日時点で過大なコストまたは労力なしに利用可能である、過去の事

象、現在の状況並びに将来の経済状況の予測についての合理的で裏付け可能な情報

当該測定に係る金額は、純損益として認識しております。減損損失認識後に減損損失を減

額する事象が発生した場合は、減損損失の減少額を純損益として戻し入れております。

②　棚卸資産

棚卸資産は、取得原価と正味実現可能価額のいずれか低い額で計上しております。取得原価

は、商品、製品、仕掛品及び貯蔵品は総平均法、原材料は移動平均法を用いて算定しておりま

す。製品及び仕掛品の取得原価は、原材料費、直接労務費、その他の直接費及び関連する製造

間接費（正常生産能力に基づいている）から構成されております。正味実現可能価額は、通常

の事業の過程における見積売価から関連する見積販売費を控除した額であります。

(2) 重要な減価償却資産の減価償却方法及び償却資産の償却方法

①　有形固定資産

土地等の償却を行わない資産を除き、減価償却費は、各資産の取得原価を残存価額まで以下

の見積耐用年数にわたって定額法で配分することにより算定しております。

資産の償却方法、残存価額及び耐用年数は各連結会計年度の末日に見直し、必要があれば修

正しております。

－ 3 －



ソフトウェア 5年

商標権（耐用年数を確定できるもの） 10－30年

顧客関連資産（耐用年数を確定できるもの） 20年

②　無形資産

耐用年数を確定できる主な無形資産は、それぞれ以下の見積耐用年数にわたり、定額法によ

り償却しております。

資産の償却方法、残存価額及び耐用年数は各連結会計年度の末日に見直し、必要があれば修

正しております。

③　リース

使用権資産は、リース開始日から使用権資産の耐用年数またはリース期間のいずれか短い期

間で減価償却を行っております。

(3) 非金融資産の減損

有形固定資産、使用権資産及び無形資産は、事象あるいは状況の変化により、その帳簿価額が

回収できない可能性を示す兆候がある場合に、減損の有無を検討しております。資産の帳簿価額

が回収可能価額を超過する金額を減損損失として認識しております。回収可能価額とは、資産の

売却費用控除後の公正価値と、使用価値のいずれか高い金額であります。使用価値の算定におい

て、見積将来キャッシュ・フローは、貨幣の時間的価値及び当該資産の固有のリスクを反映した

割引率を用いて現在価値に割り引いております。減損を検討するために、資産は個別に識別可能

なキャッシュ・フローが存在する最小単位（資金生成単位）にグループ分けしております。

のれん並びに耐用年数が確定できない無形資産及び未だ使用可能ではない無形資産は償却の対

象ではなく、毎期一定の時期、さらには減損の兆候が存在する場合にはその都度、資産の回収可

能価額を見積り、その帳簿価額と比較する減損テストを実施しております。

のれんを除く、過去に減損を認識した非金融資産については、減損が戻し入れとなる可能性に

ついて、各連結会計期間の末日に再評価を行っております。

のれんの減損損失は純損益として認識され、その後の戻し入れは行っておりません。

(4) 外貨換算

①　外貨建取引

外貨建取引は、取引日の為替レートを用いて、または、財務諸表項目について再測定を実施

する場合にはその評価日における為替レートを用いて、機能通貨に換算しております。これら

の取引の決済から生じる外国為替差額、外貨建の貨幣性資産及び負債を期末日の為替レートで

換算することによって生じる外国為替差額、並びに、非貨幣性資産及び負債を当該公正価値算

定日における為替レートで機能通貨に換算することによって生じる外国為替差額は、純損益で

認識しております。

②　在外営業活動体

在外営業活動体の資産及び負債は期末日の為替レート、収益及び費用は連結会計期間中の為

替レートが著しく変動していない限り、期中平均為替レートで日本円に換算しております。そ

の結果として生じる全ての為替差額は、その他の包括利益で認識しております。
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(5) デリバティブ及びヘッジ会計

①　デリバティブ

当社グループでは、為替変動リスクをヘッジするために主として為替予約取引、直物為替先

渡取引及び通貨スワップ取引を利用しております。デリバティブは、契約が締結された日の公

正価値で当初認識しております。当初認識後は、期末日の公正価値で測定しております。デリ

バティブの公正価値の変動額はヘッジ手段として指定していない、または、ヘッジが有効でな

い場合は、直ちに純損益で認識しております。

②　ヘッジ会計

当社グループでは、一部のデリバティブ取引についてヘッジ手段として指定し、キャッシ

ュ・フロー・ヘッジとして会計処理しております。

当社グループでは、ヘッジ開始時にヘッジ会計を適用しようとするヘッジ関係、並びに、ヘ

ッジを実施するにあたってのリスク管理目的及び戦略について文書化しております。また、ヘ

ッジ手段がヘッジ対象期間において関連するヘッジ対象の公正価値やキャッシュ・フローの変

動を相殺する経済的関係が存在するかについて、ヘッジ開始時とともに、その後も継続的に評

価を実施しております。

キャッシュ・フロー・ヘッジとして指定され、かつ、その要件を満たすデリバティブの公正

価値の変動の有効部分はその他の包括利益で認識し、その他の資本の構成要素に累積しており

ます。その他の資本の構成要素に認識されたヘッジ手段にかかる金額は、ヘッジ対象が損益に

影響を与える期間に、純損益に振り替えております。

ヘッジ対象である予定取引が非金融資産または非金融負債の認識を生じさせるものである場

合には、それまで認識していたその他の包括利益累計額から振り替えて、非金融資産または非

金融負債の当初認識時の取得原価の測定に含めております。

ヘッジ手段が消滅、売却、終了または行使された場合、並びに、ヘッジがヘッジの有効性の

要件を満たさなくなった場合には、ヘッジ会計を中止しております。ヘッジ会計を中止した場

合、それまで認識していたその他の包括利益累計額は引き続き資本で計上し、予定取引が最終

的に純損益に認識された時点において純損益で認識しております。予定取引がもはや発生しな

いと見込まれる場合には、その他の資本の構成要素に認識されていたヘッジ手段にかかる金額

は、直ちに純損益で認識しております。

(6) 従業員給付

①　短期従業員給付

短期従業員給付は、関連するサービスが提供された時点で費用として認識しております。賞

与及び有給休暇費用については、当社グループが、従業員から過去に提供された労働の結果と

してそれらを支払うべき現在の法的もしくは推定的な債務を有し、信頼性のある見積りが可能

な場合に、それらの制度に基づいて支払われると見積もられる額を負債として認識しておりま

す。
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②　退職後給付

当社グループは、従業員及び退職者に対して、確定拠出制度及び確定給付制度を設けており

ます。

確定拠出制度とは、雇用主が一定額の掛金を他の独立した事業体に拠出し、その拠出額以上

の支払いについて法的または推定的債務を負わない退職後給付制度であります。確定拠出制度

については、当社グループは公的または私的管理の年金保険制度に対して拠出金を支払ってお

ります。拠出金の支払いを行っている限り、当社グループに追加的な支払債務は発生しませ

ん。拠出金は、従業員がサービスを提供した期間に従業員給付費用として認識しております。

確定給付制度は、確定拠出制度以外の退職後給付制度であり、確定給付制度に関連して認識

される負債は、確定給付債務の現在価値から制度資産の公正価値を控除した額に対して、利用

可能な経済的便益を検討の上、必要に応じて資産上限額の影響を調整した額であります。確定

給付債務は、独立した年金数理人が予測単位積増方式を用いて毎期算定しております。この算

定に用いる割引率は、将来の給付支払見込日までの期間を基に割引期間を設定し、割引期間に

対応した連結会計年度の末日時点の優良社債の市場利回りに基づいて算定しております。

退職給付費用のうち、勤務費用、確定給付負債（資産）の純額に係る利息純額については純

損益で認識し、見積りと実績との差異及び数理計算上の仮定の変更から生じた数理計算上の差

異を含む再測定は、発生した期間にその他の包括利益として認識し、直ちにその他の資本の構

成要素から利益剰余金に振り替えております。過去勤務費用は、制度改訂または縮小が発生し

た時、または関連するリストラクチャリング費用あるいは解雇給付を認識する時のいずれか早

い時点において、純損益で認識しております。

(7) 消費税等の会計処理

消費税及び地方消費税の会計処理は、税抜方式によっております。

（表示方法の変更に関する注記）

「会社計算規則の一部を改正する省令」に伴う変更

「会社計算規則の一部を改正する省令」（法務省令第45号 2020年8月12日）の施行に伴い、当連結

会計年度から連結注記表に（会計上の見積りに関する注記）を記載しております。

（会計上の見積りに関する注記）

当社グループの連結計算書類の作成において、経営者は、会計方針の適用並びに資産、負債、収益

及び費用の金額に影響を及ぼす判断、見積り及び仮定を設定しております。ただし、実際の業績は、

これらの見積りとは異なる結果となる可能性があります。見積り及びその基礎となる仮定は継続して

見直しております。会計上の見積りの変更による影響は、その見積りを見直した会計期間と将来の会

計期間において認識しております。

経営者が行った当社グループの連結計算書類の金額に重要な影響を与える見積り及び判断は以下の

とおりであります。
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1．のれん及び耐用年数が確定できない無形資産の評価
（1）当連結会計年度の連結計算書類に計上した金額

のれん（無形資産）　　　　　　　　　　 　　　　　　  42,446百万円
耐用年数が確定できない無形資産（無形資産）　       　 1,428百万円
減損損失（その他の費用）　　　　    　　　　  　　　　4,757百万円

（2）識別した項目に係る重要な会計上の見積りの内容に関する情報
のれん及び耐用年数が確定できない無形資産については、毎期一定の時期、さらには減損の兆

候が存在する場合にはその都度、資産の回収可能価額を見積り、その帳簿価額と比較しておりま
す。回収可能価額は、のれん及び耐用年数が確定できない無形資産を含む資金生成単位グループ
における使用価値により測定しております。使用価値は、見積将来キャッシュ・フローの現在価
値として算定しており、見積将来キャッシュ・フローは、経営者によって承認された3年分の事
業計画を基礎とし、その後の期間については、各市場において予想される平均成長率を勘案して
一定の成長率で逓増すると仮定して見積もっております。
使用価値の見積りにおける主要な仮定は、事業計画の期間における将来キャッシュ・フローの

見積り、当該期間後における成長率、並びに加重平均資本コストに基づいて算定した割引率であ
ります。
今後3年分の事業計画における将来キャッシュ・フロー及び事業計画の期間を超えた期間に使

用された成長率の見積りは、経営者による最善の見積りにより行っておりますが、将来の不確実
な経済条件の変動の結果によって実際の結果と異なる可能性があるため、当社グループでは当該
見積りは重要なものであると判断しております。

2．法人所得税

（1）当連結会計年度の連結計算書類に計上した金額

法人所得税費用　　　　　　38,372百万円

未払法人所得税　　　　　　13,639百万円

繰延税金資産　　　　　　　13,911百万円

（2）識別した項目に係る重要な会計上の見積りの内容に関する情報

当社グループは世界各国において事業活動を展開しており、各国の税務当局に納付することに

なると予想される金額を、法令等に従って合理的に見積り、未払法人所得税及び法人所得税費用

を計上しております。

未払法人所得税及び法人所得税費用の算定に際しては、課税対象企業及び管轄税務当局による

税法規定の解釈や過去の税務調査の経緯等、様々な要因について見積り及び判断が必要となりま

す。そのため、計上された未払法人所得税及び法人所得税費用と、実際の法人所得税支払額が異

なる可能性があります。

また、繰延税金資産は、将来減算一時差異等を使用できる課税所得が生じる可能性が高い範囲

内で認識しております。課税所得が生じる可能性の判断においては、事業計画に基づき課税所得

の発生時期及び金額を見積っております。このような見積りは、経営者による最善の見積りによ

り行っておりますが、将来の不確実な経済条件の変動等の結果によって実際の結果と異なる可能

性があるため、当社グループでは当該見積りは重要なものであると判断しております。
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1.　資産から直接控除した貸倒引当金

売上債権及びその他の債権 2,257百万円

その他の金融資産（非流動資産） 76百万円

2.　有形固定資産の減価償却累計額（減損損

失累計額を含む）
361,055百万円

3．退職後給付

（1）当連結会計年度の連結財政状態計算書に計上した金額

退職給付に係る資産（その他の非流動資産）　　     134百万円

退職給付に係る負債　　　　　　　　　　　　　　11,973百万円

（2）識別した項目に係る重要な会計上の見積りの内容に関する情報

当社グループは、従業員及び退職者に対して、確定拠出制度及び確定給付制度を設けておりま

す。確定給付制度に関しては、確定給付債務の現在価値、勤務費用等は様々な数理計算上の仮定

に基づいて算定しております。数理計算上の仮定には、割引率、将来の給与支給、制度からの将

来の脱退者、加入者の平均余命等、様々な要素の見積りをしております。退職後給付に係る負債

（資産）の算定方法は、連結注記表「（連結計算書類の作成のための基本となる重要な事項に関

する注記等）5. 会計方針に関する事項（6）従業員給付　② 退職後給付」に記載しておりま

す。

このような見積りは、経営者による最善の見積りにより行っておりますが、将来の不確実な経

済条件の変動等の結果や関連法令の改正・公布によって実際の結果と異なる可能性があるため、

当社グループでは当該見積りは重要なものであると判断しております。

(追加情報)

(新型コロナウイルス感染症の感染拡大の影響について)

新型コロナウイルス感染症の感染拡大の影響については、今後の広がり方や終息時期等を予測す

ることは困難な状況でありますが、当連結会計年度末現在において入手可能な情報を基に会計上の

見積りを実施し、当連結会計年度の影響は軽微と判断しております。

(連結財政状態計算書に関する注記)
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1.　当連結会計年度末の発行済株式の種類及び総数

普通株式 620,834,319株

決　　議 株式の種類
配当金の総額
（百万円）

1株当たり
配当額(円)

基　準　日 効力発生日

2021年2月22日
取締役会

普通株式 9,585 16.0 2020年12月31日 2021年3月8日

2021年8月4日
取締役会

普通株式 10,723 18.0 2021年6月30日 2021年9月2日

決　　議 株式の種類
配当金
の総額
(百万円)

配当の原資
1株当たり

配当額
(円)

基　準　日 効力発生日

2022年2月24日
取締役会

普通株式 10,731 利益剰余金 18.0 2021年12月31日 2022年3月7日

普通株式 783,000株

(連結損益計算書に関する注記)

1.　非金融資産の減損

(1）資金生成単位

当社グループでは、資金生成単位については、個別に識別可能なキャッシュ・フローが存在

する最小の単位にグルーピングを行い、遊休資産については、個別資産ごとにグルーピングを

行っております。

(2）減損損失

当社子会社であるUnicharm Australasia Holding Pty Ltd.のパーソナルケアセグメントに属

する事業において、原材料価格の高騰や、為替相場の悪化等の影響により、買収時に想定して

いた超過収益力が低下したため、同国での事業に関連する「のれん（無形資産）」の帳簿価額

を回収可能価額まで減額し、当該減少額4,757百万円を減損損失として「その他の費用」に計

上しております。

なお、当該資産グループの回収可能価額3,675百万円は使用価値により測定しております

が、使用価値は、経営者により承認された事業計画と成長率を基礎とした将来キャッシュ・フ

ローを税引前加重平均資本コストに基づいて算定した割引率（7.3％）により現在価値に割り

引いて算定しております。成長率は、各市場において想定される平均成長率を勘案して2.0％

と推定しております。

(連結持分変動計算書に関する注記)

2.　配当に関する事項

(1) 配当金支払額

(2) 基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結会計年度となるもの

3.　当連結会計年度末の新株予約権（権利行使期間の初日が到来していないものを除く）の目的となる

株式の種類及び数
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当連結会計年度
（自　2021年1月1日
至　2021年12月31日）

親会社の所有者に帰属する持分（百万円） 557,639

親会社所有者帰属持分当期利益率（ROE）（％） 13.8

(金融商品に関する注記)

1.　金融商品の状況に関する事項

(1) 資本管理

資本管理における当社グループの基本的な方針は、持続的な企業価値の向上と、それを通じて

親会社の所有者に対し安定的な剰余金の配当を実施するために、資本効率を向上させつつ、財務

の健全性・柔軟性も確保された、最適な資本構成を維持することとしております。

当社グループは、親会社の所有者に帰属する持分及び親会社所有者帰属持分当期利益率

（ROE）を、収益性や事業における投下資本の運用効率を示す経営上の重要な指針とし、適宜モ

ニタリングしております。

(2) 財務リスク管理

当社グループの活動は、市場リスク（外国為替リスク、価格リスク、金利リスクを含む）、信

用リスク及び流動性リスクなどのさまざまな財務リスクに晒されております。当社グループは外

国為替リスクをヘッジするためにデリバティブ取引を利用しております。デリバティブ取引は、

外貨建ての債権債務に係る為替の変動リスクに対するヘッジ取引を目的とした為替予約取引、直

物為替先渡取引及び通貨スワップ取引であります。執行・管理については、内規に従って行われ

ており、実需に基づくものに限定しております。

なお、当社グループは、金融商品に関して重大な集中リスクには晒されておりません。

①　市場リスク

(a) 外国為替リスク

当社グループは、海外で商品を製造・販売しており、資材・商品の輸入や商品の輸出に関

して外貨建取引を行っております。海外における事業展開により、外国為替リスクに晒され

ております。外国為替リスクは先物為替取引、認識されている資産及び負債から発生してお

ります。

当社グループは、通貨別に把握された為替変動リスクを軽減するため、為替予約取引、直

物為替先渡取引及び通貨スワップ取引を利用してキャッシュ・フローの変動をヘッジしてお

ります。

(b) 価格リスク

当社グループが保有する資本性金融商品は、主に取引先企業との業務または資本提携等に

関連する株式、並びに、低金利下における余資運用の一環としての株式取得であり、短期売

買目的で保有するものはありません。資本性金融商品には、上場株式と非上場株式が含まれ

ており、市場価格の変動リスクに晒されております。定期的に公正価値や発行体の財務状況

等を把握し、取引先企業との関係を勘案して保有状況を見直すことにより管理しておりま

す。
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(c) 金利リスク

当社グループは、事業活動を進める上で、運転資金及び設備投資等に必要となる資金を調

達することに伴い発生する利息を支払っており、そのうちの一部は、変動金利であるため、

金利の変動リスクに晒されておりますが、有利子負債を超える現金及び現金同等物を維持し

ております。現状においても利息の支払いが当社グループに与える影響は小さいため、金利

リスクは僅少であります。

②　信用リスク

信用リスクとは、顧客または金融商品の取引相手が契約上の義務を果たすことができなかっ

た場合に当社グループが負う財務上の損失リスクであります。

信用リスクが著しく増加しているか否かは、債務不履行発生リスクの変動に基づいて判断し

ており、その判断にあたっては、取引先の経営成績の悪化や期日経過情報等を考慮しておりま

す。

現金及び現金同等物、デリバティブ、償却原価で測定する金融資産及びその他の包括利益を

通じて公正価値で測定する負債性金融資産等については、信用力が高いと当社が判断した金融

機関のみと取引を行っているため、信用リスクは僅少であります。

売上債権及びその他の債権については、顧客の信用リスクに晒されております。当該リスク

に関しては、販売管理規程に従い、営業管理部門が、主要な取引先の状況を定期的にモニタリ

ングし、取引先ごとの回収期日管理及び残高管理を行うとともに、財務状況等の悪化等による

回収懸念の早期把握や軽減を図っております。なお、特定の取引先に対して、信用リスクが集

中していることはありません。

これらの金融資産について、返済期日を大幅に経過している場合など債務不履行と認識され

る場合には、信用減損金融資産と判断しております。

当社グループは、金融資産の全部又は一部が回収不能と評価され、信用調査の結果償却する

ことが適切であると判断した場合、当該金融資産の帳簿価額を直接償却しております。

連結計算書類で表示している金融資産の減損控除後の帳簿価額は、獲得した担保の評価額を

考慮にいれない場合の、当社の信用リスクに対するエクスポージャーの最大値であります。

③　流動性リスク

流動性リスクとは、当社グループが、仕入債務や借入金等の金融負債に関連する債務を履行

できなくなるリスクであります。

この流動性リスクに対応するため、当社グループは、資金運用については、一時的な余資を

安全性の高い金融資産で運用しております。資金調達については、財務状況、市場環境を踏ま

え、資金調達の手段を選定し実施しております。また、各部署からの報告等に基づき経理財務

本部が適時に資金繰計画を作成・更新をするとともに、手元流動性を維持すること等により、

流動性リスクを管理しております。

2.　金融商品の公正価値等に関する事項

(1) 公正価値で測定する金融資産及び金融負債

当社グループは、公正価値の測定に使用されるインプットの市場における観察可能性に応じ

て、公正価値のヒエラルキーを、以下の3つのレベルに区分しております。

レベル1：活発な市場における同一資産または同一負債の無調整の公表価格

レベル2：レベル1に属さない、直接的または間接的に観察可能なインプット

レベル3：観察不能なインプット
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レベル1 レベル2 レベル3 合計

＜金融資産＞

純損益を通じて公正価値で測定する金
融資産

債券 － － 14,092 14,092

デリバティブ資産 － 1,135 － 1,135

その他 － 105 － 105

その他の包括利益を通じて公正価値で
測定する資本性金融資産

株式 31,115 － 1,094 32,210

その他 － － 23 23

その他の包括利益を通じて公正価値で
測定する負債性金融資産

債券 － 12,639 － 12,639

合計 31,115 13,879 15,209 60,203

＜金融負債＞

純損益を通じて公正価値で測定する金
融負債

デリバティブ負債 － 59 － 59

合計 － 59 － 59

当連結会計年度末における当社グループが経常的に公正価値で測定している金融資産及び金融

負債は以下のとおりであります。

（単位：百万円）

当社グループは、振替の原因となった事象または状況の変化が認められた時点で、公正価値の

ヒエラルキーをレベル間で振り替えております。

公正価値の算定方法は以下のとおりであります。

債券

債券の公正価値は、取引先金融機関から提示された評価額を用いて算定しております。

提示された評価額は、市場金利及びクレジットスプレッドを加味した割引率のインプットを

用いた割引キャッシュ・フロー法により算定しております。

デリバティブ資産、デリバティブ負債

為替予約及び直物為替先渡取引は、期末日の先物為替相場に基づき算定しております。通貨

スワップは、取引先金融機関等から提示された金利等観察可能な市場データに基づき算定して

おります。

株式

市場性のある株式の公正価値は、期末日の市場価格を用いて算定しております。非上場株式

は、類似企業比較法等、適切な評価技法を用いて公正価値を算定しております。
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帳簿価額 公正価値

＜金融資産＞

債券 8,320 8,322

＜金融負債＞

借入金 38,314 38,314

1.　1株当たり親会社所有者帰属持分 935円03銭

2.　基本的1株当たり当期利益 121円78銭

(2) 償却原価で測定する金融資産及び金融負債の帳簿価額及び公正価値

当連結会計年度末における償却原価で測定する金融商品の帳簿価額と公正価値は以下のとおり

であります。なお、帳簿価額が公正価値の合理的な近似値となっている金融商品（主として売上

債権及びその他の債権、3ヶ月超の定期預金、仕入債務及びその他の債務等）については、次表

には含めておりません。

（単位：百万円）

（注）債券及び借入金の公正価値のレベルはレベル2であります。

公正価値の算定方法は以下のとおりであります。

債券

債券の公正価値は、取引先金融機関から提示された評価額を用いて算定しております。

提示された評価額は、市場金利及びクレジットスプレッドを加味した割引率のインプットを

用いた割引キャッシュ・フロー法により算定しております。

借入金

借入金の公正価値は、類似した負債を当社グループが新たに借入れる場合に適用される利率

を用いて、将来キャッシュ・フローを現在価値に割引くことにより見積もっております。な

お、変動金利によるものは一定期間ごとに金利の改定が行われているため、帳簿価額と公正価

値は近似しております。

(1株当たり情報に関する注記)
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(重要な偶発負債に関する注記)

当社子会社であるUnicharm India Private Ltd. は、インド政府の外国貿易政策において定めら

れるExport Promotion Capital Goods（EPCG）スキームを適用し、輸入関税の免除を受けており

ます。しかしながら、当該スキームは、免除された関税の額に一定の倍率を乗じた輸出高を一定

期間内に達成することが条件のため、当該条件のうち達成できなかった部分については、対応す

る関税の減免額等を事後的に支払う必要があります。

事業計画に基づく製品輸出高の見込みに従って、2023年から2025年までに条件を達成できる可

能性は高いと考えております。しかしながら、条件を達成できなかった場合に潜在的に支払う可

能性のある関税減免額及び延滞利息の金額は、1,795百万円になると見積もっております。

(重要な後発事象に関する注記)

（自己株式の取得）

当社は、2022年2月15日開催の取締役会において、会社法第459条第1項第1号の規定による定款

の定めに基づき、以下のとおり自己株式の取得を行うことを決議いたしました。

1.　自己株式の取得を行う理由

株主の皆様への一層の利益還元と経営環境の変化に対応した機動的な資本政策の遂行を可能

とするためであります。

2.　取得の内容

(1）取得する株式の種類 当社普通株式

(2）取得する株式の総数 4,200,000株（上限）

（発行済株式総数（自己株式を除く）に対する割合0.70％）

(3）株式の取得価額の総額 17,000百万円（上限）

(4）取得する期間 2022年2月16日から2022年12月22日

(5）取得の方法 東京証券取引所における市場買付
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個 別 注 記 表

(重要な会計方針に係る事項に関する注記)

1.　有価証券の評価基準及び評価方法

満期保有目的の債券 償却原価法（定額法）

子会社株式及び関連会社株式 移動平均法による原価法

その他有価証券

時価のあるもの 決算期末日の市場価格等に基づく時価法

（評価差額は全部純資産直入法により処理し、売却原価は

移動平均法により算定）

時価のないもの 移動平均法による原価法

2.　デリバティブ等の評価基準及び評価方法

時価法

3.　たな卸資産の評価基準及び評価方法

評価基準は原価法（収益性の低下による簿価切下げの方法）

商品及び製品 総平均法

貯蔵品 個別法

原材料 移動平均法

4.　固定資産の減価償却の方法

有形固定資産(リース資産を除く) 定額法

なお、主な耐用年数は次のとおりであります。

建物及び構築物　　　2年～50年

機械装置及び運搬具　2年～17年

無形固定資産(リース資産を除く) 定額法

なお、主な耐用年数としてのれんは発生日以後20年以内、商標権は

10年、ソフトウェア（自社利用分）は社内における見込利用可能期

間（5年）によっております。

リース資産 所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産

リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法

5.　外貨建の資産又は負債の本邦通貨への換算基準

外貨建金銭債権債務は、期末日の直物為替相場により円貨に換算し、換算差額は損益として処理

しております。

6.　引当金の計上基準

貸倒引当金 債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については貸倒実

績率による見積額を、貸倒懸念債権等特定の債権については個別に

回収可能性を検討し、回収不能見込額を計上しております。

関係会社投資評価損引当金 関係会社に対する投資価値の低落に備えるため、実質価額の低下に

応じた金額を計上しております。

賞与引当金 従業員に対して支給する賞与の支出に充てるため、支給見込額のう

ち当事業年度の負担額を計上しております。
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退職給付引当金 従業員の退職給付に備えるため、当事業年度末における退職給付債

務及び年金資産の見込額に基づき計上しております。

過去勤務費用は、その発生時の従業員の平均残存勤務期間以内の一

定の年数（5年）による定額法により按分した額を費用処理してお

ります。

数理計算上の差異は、各事業年度の発生時における従業員の平均残

存勤務期間以内の一定の年数（10年）による定額法により按分した

額をそれぞれ発生の翌事業年度から費用処理をしております。

7.　その他計算書類作成のための重要な事項

(1) 退職給付に係る会計処理

退職給付に係る未認識数理計算上の差異及び未認識過去勤務費用の未処理額の会計処理の方法

は、連結計算書類におけるこれらの会計処理の方法と異なっております。

(2) 消費税等の会計処理

消費税及び地方消費税の会計処理は、税抜方式によっております。

(表示方法の変更に関する注記)

(「会計上の見積りの開示に関する会計基準」の適用）

「会計上の見積りの開示に関する会計基準」（企業会計基準第31号　2020年3月31日）を当事業年度

から適用し、個別注記表に（会計上の見積りに関する注記）を記載しております。

(損益計算書）

前事業年度において、特別損失の「関係会社株式評価損」として掲記しておりました科目について

は、より実態に即した表示とするため、当事業年度より「関係会社株式・出資金評価損」と科目名称

を変更しております。

(会計上の見積りに関する注記)

関係会社株式・出資金の評価

(１)　当事業年度の計算書類に計上した金額

関係会社株式・出資金　　　　　192,615百万円

関係会社投資評価損引当金　　　　5,475百万円

関係会社株式・出資金評価損　　　8,184百万円
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（単位：百万円）

当事業年度

Unicharm Australasia Holding Pty Ltd.株式

（評価損計上後）
723

Unicharm Australasia Holding Pty Ltd.株式評

価損
8,184

Unicharm Australasia Holding Pty Ltd.株式に

係る関係会社株式投資評価損引当金取崩額
1,919

UNICHARM DO BRASIL INDÚSTRIA E COMÉRCIO DE　

PRODUTOS DE HIGIENE LTDA.出資金（評価損計上

後）

7,497

UNICHARM DO BRASIL INDÚSTRIA E COMÉRCIO DE　

PRODUTOS DE HIGIENE LTDA.に係る関係会社株式

投資評価損引当金取崩額

15,062

UNICHARM DO BRASIL INDÚSTRIA E COMÉRCIO DE　

PRODUTOS DE HIGIENE LTDA.出資金に係る関係会

社株式投資評価損引当金の取崩しに伴う関係会

社投資評価引当金戻入益

163

上記のうち当事業年度に計上した主な関係会社株式・出資金評価損は次のとおりです。

オーストラリア国内において主にパーソナルケア製品の販売を行う子会社であるUnicharm 

Australasia Holding Pty Ltd.の株式723百万円については、株式取得時に見込んでいた超過収益力

が減少したと判断しました。超過収益力の減少を反映した実質価額が著しく低下しているため、関

係会社投資評価損引当金1,919百万円を取崩し、１株当たり純資産額を基礎とした金額を実質価額

として関係会社株式・出資金評価損を8,184百万円計上しております。

また、ブラジル国内において主にパーソナルケア製品の製造販売を行う子会社であるUNICHARM 

DO BRASIL INDÚSTRIA E COMÉRCIO DE　PRODUTOS DE HIGIENE LTDA.の出資金7,497百万円について

は、実質価額が著しく低下しており、将来の事業計画によって回復可能性が認められないことか

ら、関係会社投資評価損引当金15,062百万円を取崩しております。関係会社投資評価損引当金の取

崩しに伴い、関係会社投資評価引当金戻入益163百万円を計上しております。

(２)　識別した項目に係る重要な会計上の見積りの内容に関する情報

市場価格のない関係会社株式・出資金は、取得原価をもって貸借対照表価額としておりますが、

当該株式の発行会社の財政状態の悪化により純資産を基礎として算定した実質価額が著しく低下し

たときには、回復可能性が十分な証拠によって裏付けられる場合を除いて、相当の減額を行い、評

価差額を当期の損失として認識しております。超過収益力を反映して財務諸表から得られる１株当

たり純資産額に比べて高い価額で取得した株式については、超過収益力が減少したと判断される場

合には、実質価額に当該減少を反映しております。

なお、実質価額が著しく低下している状況には至っていないものの実質価額がある程度低下した

とき及び実質価額が著しく低下したものの回復可能性が見込めると判断して減損処理を行わなかっ

たときには、低下に相当する額を関係会社投資評価損引当金として処理しております。

関係会社株式・出資金の評価にあたって、事業計画等の見積りについて売上高成長率等一定の仮

定を設定しております。

関係会社株式・出資金の評価については、実質価額の回復可能性の判断と超過収益力の評価は事

業計画と実績との比較に基づく分析に基づいて行われ、将来の不確実な経済条件の変動などによっ

て影響を受ける可能性があり、予測不能な事態により関係会社の経営環境が悪化した場合、翌事業

年度の計算書類において、関係会社株式・出資金及び関係会社投資評価損引当金の金額に重要な影

響を与える可能性があります。
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1.　有形固定資産の減価償却累計額（減損損失

累計額を含む）
18,254百万円

2.　関係会社に対する金銭債権 16,452百万円

　短期金銭債権 12,574百万円

　長期金銭債権 3,878百万円

3.　関係会社に対する金銭債務 69,552百万円

短期金銭債務 69,552百万円

△327百万円

Uni.Charm Molnlycke B.V.(Netherlands) 1,652百万円

Unicharm Molnlycke Rus L.L.C.(Russia) 707百万円

UcM Inco USA, Inc.(U.S.A.) 542百万円

ワンドット㈱ 400百万円

計 3,301百万円

関係会社との営業取引による取引高 235,071百万円

関係会社との営業取引以外の取引による取引高 40,004百万円

普通株式 24,655,259株

(追加情報)

(新型コロナウイルス感染症の感染拡大の影響について)

新型コロナウイルス感染症の感染拡大の影響については、今後の広がり方や終息時期等を予測する

ことは困難な状況でありますが、当事業年度末現在において入手可能な情報を基に会計上の見積りを

実施し、当事業年度の影響は軽微と判断しております。

(貸借対照表に関する注記)

4.　当社は、「土地の再評価に関する法律」（1998年3月31日公布法律第34号）及び「土地の再評価に

関する法律の一部を改正する法律」（2001年3月31日改正）に基づき、事業用の土地の再評価を行

っております。

・再評価の方法

土地の再評価に関する法律施行令（1998年3月31日公布政令第119号）第2条第5号に定める鑑定評

価額により算出

再評価を行った年月日　　　　　　　　　　　2001年3月31日

再評価を行った事業用土地の当事業年度末における時価と再評価後の帳簿価額との差額

5.　保証債務

以下の関係会社の金融機関からの借入に対し債務保証を行っております。

(損益計算書に関する注記)

1.　関係会社との取引高の総額

2.　関係会社株式・出資金評価損

主に当社の連結子会社であるUnicharm Australasia Holding Pty Ltd. について、関係会社
投資評価損引当金1,919百万円を取崩し、関係会社株式・出資金評価損を8,184百万円計上して
おります。

(株主資本等変動計算書に関する注記)

当事業年度の末日における自己株式の種類及び数
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繰延税金資産

賞与引当金 703百万円

関係会社株式・出資金評価損 20,586百万円

販促未払金 2,668百万円

関係会社投資評価損引当金 1,676百万円

退職給付引当金 1,853百万円

株式報酬費用 525百万円

その他 2,523百万円

繰延税金資産小計 30,536百万円

評価性引当額 △23,063百万円

繰延税金資産合計 7,472百万円

繰延税金負債

前払年金費用 △1,837百万円

その他有価証券評価差額金 △1,422百万円

その他 △1,922百万円

繰延税金負債合計 △5,181百万円

繰延税金資産(負債)の純額 2,291百万円

種類 会社等の名称 事業の内容
議決権等の
所有割合
(％)

関連当事者
との関係

取引の内容
取引金額
(百万円)
(注3)

科目
期末残高
(百万円)
(注3)

子会社

ユニ・チャーム
プロダクツ(株)

フェミニンケア関
連製品、ベビーケ
ア関連製品などの
製造

(所有)
直接

100.0

製品の購入 製品等の仕入
（注1）

176,069 買掛金 18,934

資金借入 資金の借入
（注2）

15,300

短期借入金 15,400

役員の兼任

資金の返済

利息の支払

（注2）

17,070

49

Uni-Charm 
(Thailand) Co., 
Ltd.

フェミニンケア関
連製品、ベビーケ
ア関連製品などの
製造及び販売

(所有)
直接

94.2
資金借入

資金の借入
（注2）
資金の返済
利息の支払
（注2）

15,000

15,000
99

短期借入金 15,000

尤妮佳生活用品
（中国）有限公
司

フェミニンケア関
連製品、ベビーケ
ア関連製品などの
製造及び販売

(所有)
間接

75.0
資金借入

資金の借入
（注2）
資金の返済
利息の支払
（注2）

―

―
404

短期借入金 12,642

(税効果会計に関する注記)

繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳

(関連当事者との取引に関する注記)

当社の子会社及び関連会社等

(取引条件及び取引条件の決定方針等)

（注1）製品の仕入については、生産子会社の予定総原価（原価＋販管費）を勘案し、半期ごとの交

渉により金額を決定しております。

（注2）資金の借入については、市場金利を勘案して利率を合理的に決定しております。

（注3）上記金額のうち、取引金額には消費税等は含まず、期末残高（短期借入金を除く）には、消

費税等を含んでおります。
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1.　1株当たり純資産額 559円44銭

2.　1株当たり当期純利益 99円82銭

(1株当たり情報に関する注記)

(重要な後発事象に関する注記)

（自己株式の取得）

当社は、2022年2月15日開催の取締役会において、会社法第459条第1項第1号の規定による定款

の定めに基づき、以下のとおり自己株式の取得を行うことを決議いたしました。

1.　自己株式の取得を行う理由

株主の皆様への一層の利益還元と経営環境の変化に対応した機動的な資本政策の遂行を可能

とするためであります。

2.　取得の内容

(1）取得する株式の種類 当社普通株式

(2）取得する株式の総数 4,200,000株（上限）

（発行済株式総数（自己株式を除く）に対する割合0.70％）

(3）株式の取得価額の総額 17,000百万円（上限）

(4）取得する期間 2022年2月16日から2022年12月22日

(5）取得の方法 東京証券取引所における市場買付
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